
議案第４１号 

   さいたま市職員退職手当条例の一部を改正する条例の制定について

 さいたま市職員退職手当条例の一部を改正する条例を次のように定める。

  平成２８年２月２日提出

さいたま市長 清 水 勇 人  

   さいたま市職員退職手当条例の一部を改正する条例

さいたま市職員退職手当条例（平成１３年さいたま市条例第４６号）の一部を次の

ように改正する。

次の表中下線又は太線の表示部分（以下、改正前の欄にあっては「改正部分」と、

改正後の欄にあっては「改正後部分」という。）については、次のとおりとする。

 ⑴ 改正部分及びそれに対応する改正後部分が存在するときは、当該改正部分を当

該改正後部分に改める。

 ⑵ 改正部分のみ存在するときは、当該改正部分を削る。

 ⑶ 改正後部分のみ存在するときは、当該改正後部分を加える。

改正後 改正前

 （趣旨）  （趣旨）

第１条 この条例は、別に定めるもののほか、地方

公務員法（昭和２５年法律第２６１号。以下「法

」という。）第２４条第５項の規定に基づき、職

員の退職手当に関し必要な事項を定めるものとす

る。

第１条 この条例は、別に定めるもののほか、地方

公務員法（昭和２５年法律第２６１号。以下「法

」という。）第２４条第６項の規定に基づき、職

員の退職手当に関し必要な事項を定めるものとす

る。

 （退職手当の調整額）  （退職手当の調整額）

第１０条の４ 退職した者に対する退職手当の調整

額は、その者の基礎在職期間（第６条の２第２項

に規定する基礎在職期間をいう。以下同じ。）の

初日の属する月からその者の基礎在職期間の末日

の属する月までの各月（法第２７条及び第２８条

の規定による休職（公務上の傷病による休職、通

勤による傷病による休職及び職員を地方住宅供給

公社法（昭和４０年法律第１２４号）に規定する

地方住宅供給公社、地方道路公社法（昭和４５年

法律第８２号）に規定する地方道路公社若しくは

公有地の拡大の推進に関する法律（昭和４７年法

律第６６号）に規定する土地開発公社（以下「地

方公社」という。）又は国家公務員退職手当法施

行令（昭和２８年政令第２１５号。以下「施行令

」という。）第６条に規定する法人（退職手当（

これに相当する給与を含む。）に関する規程にお

第１０条の４ 退職した者に対する退職手当の調整

額は、その者の基礎在職期間（第６条の２第２項

に規定する基礎在職期間をいう。以下同じ。）の

初日の属する月からその者の基礎在職期間の末日

の属する月までの各月（法第２７条及び第２８条

の規定による休職（公務上の傷病による休職、通

勤による傷病による休職及び職員を地方住宅供給

公社法（昭和４０年法律第１２４号）に規定する

地方住宅供給公社、地方道路公社法（昭和４５年

法律第８２号）に規定する地方道路公社若しくは

公有地の拡大の推進に関する法律（昭和４７年法

律第６６号）に規定する土地開発公社（以下「地

方公社」という。）又は国家公務員退職手当法施

行令（昭和２８年政令第２１５号。以下「施行令

」という。）第６条に規定する法人（退職手当（

これに相当する給与を含む。）に関する規程にお



いて、職員が地方公社又はその法人の業務に従事

するために休職され、引き続いて地方公社又はそ

の法人に使用される者となった場合におけるその

者の在職期間の計算については、地方公社又はそ

の法人に使用される者としての在職期間はなかっ

たものとすることと定めているものに限る。以下

「休職指定法人」という。）の業務に従事させる

ための休職を除く。）、法第２９条の規定による

停職その他これらに準ずる事由により現実に職務

に従事することを要しない期間のある月（現実に

職務に従事することを要する日のあった月を除く。

以下「休職月等」という。）のうち市長が定める

ものを除く。）ごとに当該各月にその者が属して

いた次の各号に掲げる職員の区分に応じて当該各

号に定める額（以下「調整月額」という。）のう

ちその額が最も多いものから順次その順位を付し、

その第１順位から第６０順位までの調整月額（当

該各月の月数が６０月に満たない場合には、当該

各月の調整月額）を合計した額とする。

いて、職員が地方公社又はその法人の業務に従事

するために休職され、引き続いて地方公社又はそ

の法人に使用される者となった場合におけるその

者の在職期間の計算については、地方公社又はそ

の法人に使用される者としての在職期間はなかっ

たものとすることと定めているものに限る。以下

「休職指定法人」という。）の業務に従事させる

ための休職を除く。）、法第２９条の規定による

停職その他これらに準ずる事由により現実に職務

に従事することを要しない期間のある月（現実に

職務に従事することを要する日のあった月を除く。

以下「休職月等」という。）のうち市長が定める

ものを除く。）ごとに当該各月にその者が属して

いた次の各号に掲げる職員の区分に応じて当該各

号に定める額（以下「調整月額」という。）のう

ちその額が最も多いものから順次その順位を付し、

その第１順位から第６０順位までの調整月額（当

該各月の月数が６０月に満たない場合には、当該

各月の調整月額）を合計した額とする。

 ⑴ 第１号区分 ７０，４００円  ⑴ 第１号区分 ５４，１５０円

 ⑵ 第２号区分 ６５，０００円  ⑵ 第２号区分 ５０，０００円

 ⑶ 第３号区分 ５９，５５０円  ⑶ 第３号区分 ４５，８５０円

 ⑷ 第４号区分 ５４，１５０円  ⑷ 第４号区分 ４１，７００円

 ⑸ 第５号区分 ４３，３５０円  ⑸ 第５号区分 ３３，３５０円

 ⑹ 第６号区分 ３２，５００円  ⑹ 第６号区分 ２５，０００円

 ⑺ 第７号区分 ２７，１００円  ⑺ 第７号区分 ２０，８５０円

 ⑻ 第８号区分 ２１，７００円  ⑻ 第８号区分 １６，７００円

 ⑼ ［略］  ⑼ ［略］

２・３ ［略］ ２・３ ［略］

４ 次の各号に掲げる者に対する退職手当の調整額

は、第１項の規定にかかわらず、当該各号に定め

る額とする。

４ 次の各号に掲げる者に対する退職手当の調整額

は、第１項の規定にかかわらず、当該各号に定め

る額とする。

 ⑴ 退職した者のうち自己都合退職者（第４条第

２項に規定する傷病又は死亡によらずにその者

の都合により退職した者をいう。以下この項に

おいて同じ。）以外のものでその勤続期間が５

年以上２４年以下のもの 第１項第１号から第

７号まで又は第９号に掲げる職員の区分にあっ

ては当該各号に定める額、同項第８号に掲げる

職員の区分にあっては零として、同項の規定を

適用して計算した額

 ⑴ 退職した者のうち自己都合退職者（第４条第

２項に規定する傷病又は死亡によらずにその者

の都合により退職した者をいう。以下この項に

おいて同じ。）以外のものでその勤続期間が１

年以上４年以下のもの 第１項の規定により計

算した額の２分の１に相当する額

 ⑵ 退職した者のうち自己都合退職者以外のもの

でその勤続期間が１年以上４年以下のもの 前

号の規定により計算した額の２分の１に相当す

る額

 ⑵ ［略］  ⑶ ［略］

 ⑶ 自己都合退職者でその勤続期間が１０年以上  ⑷ 自己都合退職者でその勤続期間が１０年以上



２４年以下のもの 第１項の規定により計算し

た額の２分の１に相当する額

２４年以下のもの 第１号の規定により計算し

た額の２分の１に相当する額

 ⑷ ［略］  ⑸ ［略］

５ ［略］ ５ ［略］

 （勤続期間の計算）  （勤続期間の計算）

第１１条 ［略］ 第１１条 ［略］

２～４ ［略］ ２～４ ［略］

５ 第１項に規定する職員としての引き続いた在職

期間には、職員以外の地方公務員又は国家公務員

（国家公務員退職手当法（昭和２８年法律第１８

２号）第２条に規定する者をいう。以下同じ。）

（以下「職員以外の地方公務員等」と総称する。

）が引き続いて職員となったときにおけるその者

の職員以外の地方公務員等としての引き続いた在

職期間を含むものとする。この場合において、そ

の者の職員以外の地方公務員等としての引き続い

た在職期間については、前各項の規定を準用して

計算するほか、次に掲げる期間をその者の職員以

外の地方公務員等としての引き続いた在職期間と

して計算するものとする。ただし、退職により、

この条例の規定による退職手当に相当する給与の

支給を受けているときは、当該給与の計算の基礎

となった在職期間（当該給与の計算の基礎となる

べき在職期間がその者が在職した地方公共団体等

の退職手当に関する規定又は特定地方独立行政法

人（地方独立行政法人法（平成１５年法律第１１

８号）第２条第２項に規定する特定地方独立行政

法人をいう。以下同じ。）の退職手当の支給の基

準（同法第４８条第２項又は第５１条第２項に規

定する基準をいう。以下同じ。）において明確に

定められていない場合においては、当該給与の額

を退職の日におけるその者の給料月額で除して得

た数に１２を乗じて得た数（１未満の端数を生じ

たときは、その端数を切り捨てる。）に相当する

月数）は、その者の職員としての引き続いた在職

期間には含まないものとする。

５ 第１項に規定する職員としての引き続いた在職

期間には、職員以外の地方公務員又は国家公務員

（国家公務員退職手当法（昭和２８年法律第１８

２号）第２条に規定する者をいう。以下同じ。）

（以下「職員以外の地方公務員等」と総称する。

）が引き続いて職員となったときにおけるその者

の職員以外の地方公務員等としての引き続いた在

職期間を含むものとする。この場合において、そ

の者の職員以外の地方公務員等としての引き続い

た在職期間については、前各項の規定を準用して

計算するほか、次に掲げる期間をその者の職員以

外の地方公務員等としての引き続いた在職期間と

して計算するものとする。ただし、退職により、

この条例の規定による退職手当に相当する給与の

支給を受けているときは、当該給与の計算の基礎

となった在職期間（当該給与の計算の基礎となる

べき在職期間がその者が在職した地方公共団体等

の退職手当に関する規定又は特定地方独立行政法

人（地方独立行政法人法（平成１５年法律第１１

８号）第２条第２項に規定する特定地方独立行政

法人をいう。以下同じ。）の退職手当の支給の基

準（同法第４８条第２項又は第５１条第２項に規

定する基準をいう。以下同じ。）において明確に

定められていない場合においては、当該給与の額

を退職の日におけるその者の給料月額で除して得

た数に１２を乗じて得た数（１未満の端数を生じ

たときは、その端数を切り捨てる。）に相当する

月数）は、その者の職員としての引き続いた在職

期間には含まないものとする。

 ⑴ ［略］  ⑴ ［略］

 ⑵ 他の地方公共団体又は特定地方独立行政法人

（以下「地方公共団体等」という。）で、退職

手当に関する規定又は退職手当の支給の基準に

おいて、当該地方公共団体等以外の地方公共団

体若しくは特定地方独立行政法人の公務員又は

一般地方独立行政法人（地方独立行政法人法第

８条第３項に規定する一般地方独立行政法人を

いう。以下同じ。）、地方公社若しくは公庫等

（国家公務員退職手当法第７条の２第１項に規

定する公庫等をいう。以下同じ。）（以下「一

般地方独立行政法人等」という。）に使用され

る者（役員及び常時勤務に服することを要しな

 ⑵ 他の地方公共団体又は特定地方独立行政法人

（以下「地方公共団体等」という。）で、退職

手当に関する規定又は退職手当の支給の基準に

おいて、当該地方公共団体等以外の地方公共団

体若しくは特定地方独立行政法人の公務員又は

一般地方独立行政法人（地方独立行政法人法第

５５条に規定する一般地方独立行政法人をいう。

以下同じ。）、地方公社若しくは公庫等（国家

公務員退職手当法第７条の２第１項に規定する

公庫等をいう。以下同じ。）（以下「一般地方

独立行政法人等」という。）に使用される者（

役員及び常時勤務に服することを要しない者を



い者を除く。以下「一般地方独立行政法人等職

員」という。）が、任命権者若しくはその委任

を受けた者又は一般地方独立行政法人等の要請

に応じ、退職手当を支給されないで、引き続い

て当該地方公共団体等の公務員となった場合に、

当該地方公共団体等以外の地方公共団体若しく

は特定地方独立行政法人の公務員又は一般地方

独立行政法人等職員としての勤続期間を当該地

方公共団体等の公務員としての勤続期間に通算

することと定めているものの公務員（以下「特

定地方公務員」という。）が、任命権者又はそ

の委任を受けた者の要請に応じ、引き続いて一

般地方独立行政法人又は地方公社で、退職手当

（これに相当する給与を含む。以下この項にお

いて同じ。）に関する規程において、地方公務

員又は他の一般地方独立行政法人等職員が、任

命権者若しくはその委任を受けた者又は一般地

方独立行政法人等の要請に応じ、退職手当を支

給されないで、引き続いて当該一般地方独立行

政法人又は地方公社に使用される者となった場

合に、地方公務員又は他の一般地方独立行政法

人等職員としての勤続期間を当該一般地方独立

行政法人又は地方公社に使用されるものとして

の勤続期間に通算することと定めているものに

使用される者（役員及び常時勤務に服すること

を要しない者を除く。以下それぞれ「特定一般

地方独立行政法人職員」又は「特定地方公社職

員」という。）となるため退職し、かつ、引き

続き特定一般地方独立行政法人職員又は特定地

方公社職員として在職した後引き続いて再び特

定地方公務員となるため退職し、かつ、引き続

き職員以外の地方公務員として在職した後更に

引き続いて職員となった場合においては、先の

職員以外の地方公務員としての引き続いた在職

期間の始期から後の職員以外の地方公務員とし

ての引き続いた在職期間の終期までの期間

除く。以下「一般地方独立行政法人等職員」と

いう。）が、任命権者若しくはその委任を受け

た者又は一般地方独立行政法人等の要請に応じ、

退職手当を支給されないで、引き続いて当該地

方公共団体等の公務員となった場合に、当該地

方公共団体等以外の地方公共団体若しくは特定

地方独立行政法人の公務員又は一般地方独立行

政法人等職員としての勤続期間を当該地方公共

団体等の公務員としての勤続期間に通算するこ

とと定めているものの公務員（以下「特定地方

公務員」という。）が、任命権者又はその委任

を受けた者の要請に応じ、引き続いて一般地方

独立行政法人又は地方公社で、退職手当（これ

に相当する給与を含む。以下この項において同

じ。）に関する規程において、地方公務員又は

他の一般地方独立行政法人等職員が、任命権者

若しくはその委任を受けた者又は一般地方独立

行政法人等の要請に応じ、退職手当を支給され

ないで、引き続いて当該一般地方独立行政法人

又は地方公社に使用される者となった場合に、

地方公務員又は他の一般地方独立行政法人等職

員としての勤続期間を当該一般地方独立行政法

人又は地方公社に使用されるものとしての勤続

期間に通算することと定めているものに使用さ

れる者（役員及び常時勤務に服することを要し

ない者を除く。以下それぞれ「特定一般地方独

立行政法人職員」又は「特定地方公社職員」と

いう。）となるため退職し、かつ、引き続き特

定一般地方独立行政法人職員又は特定地方公社

職員として在職した後引き続いて再び特定地方

公務員となるため退職し、かつ、引き続き職員

以外の地方公務員として在職した後更に引き続

いて職員となった場合においては、先の職員以

外の地方公務員としての引き続いた在職期間の

始期から後の職員以外の地方公務員としての引

き続いた在職期間の終期までの期間

 ⑶～⑺ ［略］  ⑶～⑺ ［略］

６～９ ［略］ ６～９ ［略］

附 則

この条例は、平成２８年４月１日から施行する。ただし、第１１条第５項の改正は、

公布の日から施行する。


